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は じ め に 

 

 

弊社では、三重県伊賀市予野字鉢屋地内において計画する管理型最終処分場建設事業について環境影響評

価を実施し、その内容を「管理型最終処分場建設事業に係る環境影響評価書 平成24年 12月 三重中央開

発株式会社」（以下、「評価書」という。）としてとりまとめている。 

本報告書は、評価書に示した事後調査計画に基づき供用後（１年目）における騒音、振動、低周波音、悪

臭、水質、底質、地下水、陸生動物、陸生植物について平成27年度（平成27年４月～平成28年３月）調査を

実施し、その結果をとりまとめたものである。 
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第１章 事業の概要 

 

 

１．事業者の名称及び住所並びに代表者の氏名 

事業者の名称    ：三重中央開発株式会社 

代表者の氏名    ：代表取締役社長 金子 文雄 

主たる事務所の所在地：三重県伊賀市予野字鉢屋4713番地 

 

２．対象事業の名称、種類・内容及び規模 

(1) 対象事業の名称 

「管理型最終処分場」建設事業 

（一般廃棄物最終処分場または産業廃棄物最終処分場の規模の変更の事業） 

(2) 対象事業の種類・内容 

種類：廃棄物処理施設の変更の事業 

内容：一般廃棄物最終処分場及び産業廃棄物最終処分場の規模の変更の事業 

（三重県環境影響評価条例施行規則別表第１第６号(2)イの項に掲げる事業） 

(3) 対象事業の規模 

1) 事業実施区域及び施設用地の面積 

本事業では、一般廃棄物及び産業廃棄物管理型最終処分場の増設変更を計画しており、その規模は

概ね以下のとおりである。 

 

(a) 事業敷地総用地面積 ：   150,000㎡ 

(b) 埋立区域面積    ：   120,000㎡ 

(c) 純拡張面積     ：   100,000㎡ 

(d) 埋立処分容量    ： 3,290,000㎥ 

 

３．対象事業実施区域 

対象事業の実施区域は、三重県伊賀市予野字鉢屋及び字塔ノ木地内に位置する。なお、本事業実施区域の

北西～南西側には、弊社の既存事業場が存在する。 

事業実施区域の位置を図1－1に示す。 
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図１－１ 事業実施区域の位置 
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４．対象事業に係る工事の進捗状況及び供用等の状況 

工事の実施は平成25年８月から土木工事等を開始し、平成27年４月から供用を開始している。 
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第２章 事後調査の概要 

 

 

１．事後調査の目的 

 本調査は、「管理型最終処分場建設事業」の実施にあたって、周辺環境の適正な保全のために、当該事業

に係る「評価書」において示された、環境保全措置及び事後調査の実施計画のうち、平成27年４月～平成28

年３月に実施すべき項目について調査を行ったものである。 

 

２．事後調査の項目の選定及び調査の手法 

 「評価書」において示された事後調査計画を表2－1に、平成27年度調査における事後調査項目及び調査頻

度・時期を抜粋して表2－2に示す。 

本年度は、評価書に定めた事後調査計画に基づき、埋立作業及び施設稼働による騒音・振動、低周波音、

悪臭への影響、施設排水が公共用水域に与える水質、底質への影響、浸出水の漏洩による地下水への影響、

土地の改変による陸生動物・陸生植物への影響を監視するため、騒音、振動、低周波音、悪臭、水質、底質、

地下水、陸生動物、陸生植物の調査を実施した。 
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表２－１ 評価書における事後調査項目及び調査頻度・時期 

影響 
要因 

環境 
要素 

項 目 調 査 地 点 
調 査 
方 法 

調査開始時期・期間
調 査 
頻 度 

存 
在 
及 
び 
供 
用 

騒 音 

施 設 
騒 音 

騒音レベル 事業実施区域境界 １地点 
公 定 法

供用開始後、操業が定
常状態になった時 

１回以上/年

等価騒音レベル 近傍地域 １地点 

道路交通
騒 音 

等価騒音レベル 主要道路近傍 １地点 公 定 法 １回/年 

振 動 

施 設 
振 動 

振動レベル 
事業実施区域境界 １地点 

公 定 法
供用開始後、操業が定
常状態になった時 

１回以上/年
近傍地域 １地点 

道路交通
振 動 

振動レベル 主要道路近傍 １地点 公 定 法 １回/年 

低 周 
波 音 

施 設 
低周波音

低周波音圧レベル 近傍地域 ３地点 公 定 法
供用開始後、操業が定
常状態になった時 

１回以上/年

悪 臭 
特定悪臭物質22項目及び臭気指
数（臭気濃度） 

増設変更後の最終処
分場区域境界 
（風上・風下） 

２地点 公 定 法 供用開始後、操業が定
常状態になった時 
（３年間） 

１回/季 

周辺住居地域 ２地点 公 定 法

水 質 
生活環境項目等 

北山川・予野川 ２地点 公 定 法
供用開始後、操業が定
常状態になった時期
（３年間） 

１回/季 

健康項目等 １回/年 

水底の 
底 質 

環境基準項目等 北山川・予野川 ２地点 公 定 法
供用開始後、操業が定
常状態になった時期
（３年間） 

１回/年 

地下水 
の水質 

一般廃棄物の最終処分場及び産
業廃棄物の最終処分場に係る技
術上の基準に定める省令の“地
下水等検査項目”及びダイオキ
シン類 

地下水水質の観測 
井戸 
（上流側・下流側）

 
２地点 
 

公 定 法
供用開始後、操業が定
常状態になった時期
（３年間） 

１回/年 

陸 生 
動 物 

アオメアブ、 
ナカムラオニグモ、 
コガネグモ 

造成緑地 
造成緑地の
状況を確認
する。 

造成緑地が完成後３年
間及び５年目 

１回/年 

陸 生 
植 物 

移植対象としたシュンラン、ヒ
メカンアオイ（適宜、移植先の
生育環境の確認、必要な手入れ
等も併せて実施） 

移植先 

移植後の活
着の状況を
観察し、生育
状況等を写
真に記録す
る。 

移植完了後 
１カ月、３カ月、 
６カ月、１年後、 
２年後、３年後、 
５年後 

各１回 

造成緑地の植生の状況 造成緑地 

現地踏査に
より、植生の
安定化の状
況を確認す
る。 

造成緑地が完成後３年
間及び５年目 

１回/年 
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表２－２ 平成27年度の事後調査項目及び調査頻度・時期 

影響 
要因 

環境 
要素 

項 目 調 査 地 点 
調 査 
方 法 

調査開始時期 
・期間 

調 査 
頻 度 

存 
在 
及 
び 
供 
用 

騒 音 

施 設 
騒 音 

騒音レベル 事業実施区域境界 １地点 

公 定 法 供用開始後、操業が
定常状態になった
時 

６回 
 朝1回､昼間2回、
夕1回､夜間2回 

等価騒音レベル 近傍地域 １地点 24時間連続測定

道路交通
騒 音 

等価騒音レベル 主要道路近傍 １地点 公 定 法
昼間（6～22時）の
16時間連続測定

振 動 

施 設 
振 動 

振動レベル 
事業実施区域境界 １地点 

公 定 法 供用開始後、操業が
定常状態になった
時 

８回 
昼間4回 
夜間4回 

近傍地域 １地点 

道路交通
振 動 

振動レベル 主要道路近傍 １地点 公 定 法 昼間６回 

低 周 
波 音 

施 設 
低周波音

低周波音圧レベル 近傍地域 ３地点 公 定 法
供用開始後、操業が
定常状態になった
時 

６回 
 朝1回､昼間2回、
夕1回､夜間2回 

悪 臭 
特定悪臭物質22項目及び臭気指
数（臭気濃度） 

増設変更後の最終処
分場区域境界 
（風上・風下） 

２地点 公 定 法 供用開始後、操業が
定常状態になった
時（３年間） 

１回/季 

周辺住居地域 ２地点 公 定 法

水 質 
生活環境項目等 

北山川・予野川 ２地点 公 定 法
供用開始後、操業が
定常状態になった
時（３年間） 

１回/季 

健康項目等 １回/年 

水底の 
底 質 

環境基準項目等 北山川・予野川 ２地点 公 定 法
供用開始後、操業が
定常状態になった
時（３年間） 

１回/年 

地下水 
の水質 

一般廃棄物の最終処分場及び産
業廃棄物の最終処分場に係る技
術上の基準に定める省令の“地
下水等検査項目”及びダイオキ
シン類 

地下水水質の観測 
井戸 
（上流側・下流側）

 
２地点 
 

公 定 法
供用開始後、操業が
定常状態になった
時（３年間） 

１回/年 

陸 生 
動 物 

アオメアブ、 
ナカムラオニグモ、 
コガネグモ 

造成緑地 
造成緑地の
状況を確認
する。 

造成緑地が完成後
３年間及び５年目 

１回/年 

陸 生 
植 物 

シュンラン、ヒメカンアオイ 移植先 
生育状況等
を写真に記
録する。 

移植完了後 
１カ月、３カ月、 
６カ月、１年後、 
２年後、３年後、 
５年後 

１回/年 

造成緑地の植生の状況 造成緑地 

現地踏査に
より、植生の
安定化の状
況を確認す
る。 

造成緑地が完成後
３年間及び５年目 

１回/年 
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３．調査実施機関 

調査機関の名称   ：株式会社 ＭＣエバテック 

代表者の氏名    ：代表取締役社長 朝比 栄一 

主たる事務所の所在地：三重県四日市市大治田３丁目３番地17号  
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第３章 事後調査の結果 
 

 

第１節 騒 音 

１．調査内容 

   (1) 調査項目 

   ① 敷地境界騒音の状況 

   ② 一般地域環境騒音の状況 

   ③ 沿道地域環境騒音の状況 

 

  (2) 調査範囲及び地点 

調査の範囲は、本事業実施区域及び周辺地域とし、調査地点は、事業実施区域境界（Ｎ－１）：１

地点、近傍地域（Ｎ－２）：１地点、主要道路の近傍（Ｎ－３）：１地点の計３地点を選定した。調査

地点の位置を図3－1－1に示す。 

 

(3) 調査時期及び頻度 

    現地調査は、３地点同時に年１回の調査を行った。調査年月日を表3－1－1に示す。なお、敷地境界

騒音の調査頻度は朝１回、昼間２回、夕１回、夜間２回の計６回とした。一般地域環境騒音の調査頻

度は、24時間（0：00～24：00）の連続測定、沿道地域環境騒音の調査頻度は昼間（6：00～22：00）

の連続測定とした。 

 

表３－１－１ 騒音調査日 

調査年月日 調査地点 

平成28年２月４日～２月５日 Ｎ－１～３ 

           



 - 9 -

図３－１－１ 騒音・振動調査地点 
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(4) 調査方法 

   ① 敷地境界騒音の状況 

敷地境界騒音レベルの測定は､「特定工場等において発生する騒音の規制に関する基準」（昭和43

年厚生省・農林省・通商産業省・運輸省告示第１号）により定められている日本工業規格 Z 8731

に準じて行った。 

 

   ② 一般地域環境騒音の状況 

環境騒音レベルの測定は、「騒音に係る環境基準について」（平成10年環境庁告示第64号）により

定められている日本工業規格 Z 8731及び「騒音に係る環境基準の評価マニュアルⅢ．地域評価編（一

般地域）」（平成11年 環大企第207号・環大二第68号）に準じて行った。測定器は日本工業規格  

C 1509-1に定めるクラス２の騒音計を使用し、10分間毎の等価騒音レベル（ＬAeq）及び時間率騒音

レベル（ＬAN）等の演算処理を行った。 

 

   ③ 沿道地域環境騒音の状況 

環境騒音レベルの測定は、「騒音に係る環境基準について」（平成10年環境庁告示第64号）により

定められている日本工業規格 Z 8731及び「騒音に係る環境基準の評価マニュアルⅡ．地域評価編（道

路に面する地域）」（平成11年 環大二第46号・環大企第116号）に準じて行った。測定器は日本工業

規格 C 1509-1に定めるクラス２の騒音計を使用し、10分間毎の等価騒音レベル（ＬAeq）及び時間率

騒音レベル（ＬAN）等の演算処理を行った。 
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２．調査結果 

  (1) 敷地境界騒音の状況 

事業実施区域境界における調査結果を表3－1－2に示す。 

各時間帯における騒音レベルは、朝が46dB(A)、昼間が50～52 dB(A)、夕が49dB(A)、夜間が49～

50dB(A)であり、環境保全上の基準である「三重県生活環境の保全に関する条例に定める“その他の地

域”の排出基準（昼間：60dB(A)以下、朝・夕：55dB(A)以下、夜間50dB(A)以下）」に適合する結果で

あった。 

主な音源は、事業実施区域内の施設稼働音であった。 

 

表３－１－２ 敷地境界騒音レベルの調査結果（Ｎ－１：事業実施区域境界） 

単位：dB(A)   

調査年月日 
時間 

区分 

測定開始 

時間 

騒音レベル
排出基準値との対比 

基準値 適合 

有無 dB(A) dB(A) 

平成28年２月４日 

朝  6:00 46 55 ○ 

昼間－１  9:22 50 60 ○ 

昼間－２ 13:01 52 60 ○ 

夕 19:21 49 55 ○ 

夜間－１ 22:23 50 50 ○ 

平成28年２月５日 夜間－２  0:27 49 50 ○ 
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第２節 振 動 

１．調査内容 

   (1) 調査項目 

   ① 敷地境界振動の状況 

   ② 一般地域環境振動の状況 

   ③ 沿道地域環境振動の状況 

 

  (2) 調査範囲及び地点 

調査の範囲は、本事業実施区域及び周辺地域とし、調査地点は、事業実施区域境界（Ｎ－１）：１

地点、近傍地域（Ｎ－２）：１地点、主要道路の近傍（Ｎ－３）：１地点の計３地点を選定した。調査

地点の位置を前述の図3－1－1に示す。 

 

(3) 調査時期及び頻度 

    現地調査は、３地点同時に年１回の調査を行った。調査年月日を表3－2－1に示す。なお、敷地境界

振動及び一般地域環境振動の調査頻度は昼間４回、夜間４回の計８回とした。沿道地域環境振動の調

査頻度は、搬入車両が多くなる時間帯について昼間６回とした。 

 

表３－２－１ 振動調査日 

調査年月日 調査地点 

平成28年２月４日～２月５日 Ｎ－１～３ 
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  (4) 調査方法 

   ① 敷地境界振動の状況 

敷地境界振動レベルの測定は、「振動規制法施行規則」別表第１備考に定める方法及び日本工業規

格 Z 8735に定める振動レベル測定方法に準じて行った。 

 

   ② 一般地域環境振動の状況 

環境振動レベルの測定は、「特定工場等において発生する振動の規制に関する基準」（昭和51年環

境庁告示第90号）に定める方法及び日本工業規格 Z 8735に準じて行い、測定記録の読み取り、デー

タ処理をして振動レベルの80％レンジの上端値（Ｌ10）、下端値（Ｌ90）及び中央値（Ｌ50）を求めた。 

 

   ③ 沿道地域環境振動の状況 

環境振動レベルの測定は､「振動規制法施行規則」別表第２備考に定める方法及び日本工業規格  

Z 8735に定める振動レベル測定方法に準じて行い、測定記録の読み取り、データ処理をして振動レ

ベルの80％レンジの上端値（Ｌ10）、下端値（Ｌ90）及び中央値（Ｌ50）を求めた。 
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２．調査結果 

  (1) 敷地境界振動の状況 

事業実施区域境界における調査結果を表3－2－2に示す。 

各時間帯における振動レベルは、昼間が36～41dB、夜間が30 dB未満であり、環境保全上の基準で

ある「三重県生活環境の保全に関する条例に定める“その他の地域”の排出基準（昼間：65dB 以下、

夜間60dB以下）」に適合する結果であった。 

 

表３－２－２ 敷地境界振動レベルの調査結果（Ｎ－１：事業実施区域境界） 

単位：dB    

調査年月日 
時間 

区分 

測定開始 

時間 

振動レベル
排出基準値との対比 

基準値 適合 

有無 dB dB 

平成28年２月４日 

夜間－１  6:00 <30 60 ○ 

昼間－１  9:22  36 65 ○ 

昼間－２ 11:04  41 65 ○ 

昼間－３ 13:01  36 65 ○ 

昼間－４ 15:00  38 65 ○ 

夜間－２ 19:21 <30 60 ○ 

夜間－３ 22:23 <30  60 ○ 

平成28年２月５日 夜間－４  0:27 <30  60 ○ 

 

 

  (2) 一般地域環境振動の状況 

近傍地域における調査結果を表3－2－3に示す。 

環境振動については、環境基準等の基準が定められていない。 

近傍地域における昼間及び夜間の振動レベル（Ｌ10）は全て30dB未満であり、本事業における環境

保全上の目標である「昼間60dB以下、夜間55dB以下」と比較すると、いずれも目標値に適合する結果

であった。 
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表３－２－３ 一般地域環境振動レベルの現地調査結果（Ｎ－２：近傍地域） 

                                                                                単位：dB 

調査年月日 
時間 

区分 

測定開始

時間 

時間率振動レベル（㏈） 環境保全上 

の目標値 80%レンジ 
中央値 

Ｌ50 
上端値 下端値 

目標値 
適合 

有無 Ｌ10 Ｌ90 

平成28年２月４日 

夜間－１  6:33 <30 <30 <30 55 ○ 

昼間－１ 10:10 <30 <30 <30 60 ○ 

昼間－２ 11:15 <30 <30 <30 60 ○ 

昼間－３ 13:20 <30 <30 <30 60 ○ 

昼間－４ 14:48 <30 <30 <30 60 ○ 

夜間－２ 19:03 <30 <30 <30 55 ○ 

夜間－３ 22:04 <30 <30 <30 55 ○ 

平成28年２月５日 夜間－４  0:07 <30 <30 <30 55 ○ 

 

(3) 沿道地域環境振動の状況 

主要道路の近傍における調査結果を表3－2－4に示す。 

施設供用に伴う発生車両が走行する主要道路の近傍地域は、都市計画区域内の市街化調整区域であ

り、振動規制法の規定に基づく道路交通振動の限度（以下、「要請限度」という。）に係る指定地域は

なされていない。 

主要道路の近傍地域における昼間（８時～19時）の振動レベル（Ｌ10）は43～48dBの範囲であり、

本事業における環境保全上の目標である「昼間60dB以下、夜間55dB以下」と比較すると、いずれも目

標値に適合する結果であった。 

 

表３－２－４ 沿道地域環境振動レベルの現地調査結果（Ｎ－３：主要道路の近傍） 

単位：dB 

調査年月日 時間区分 時間帯 

時間率振動レベル（dB） 環境保全上 

の目標値 80％レンジ 
中央値 

Ｌ50 
上端値 

Ｌ10 

下端値 

Ｌ90 
目標値 

適合 

有無 

平成28年 

２月４日 

昼間－１ ８時台 43 <30 <30 60 ○ 

昼間－２ 10時台 47 <30 31 60 ○ 

昼間－３ 11時台 43  30 32 60 ○ 

昼間－４ 13時台 48  30 32 60 ○ 

昼間－５ 16時台 47 <30 33 60 ○ 

昼間－６ 17時台 43 <30 32 60 ○ 
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第３節 低周波音 

１．調査内容 

   (1) 調査項目 

 一般地域低周波音の状況 

 

(2) 調査範囲及び地点 

    調査の範囲は、本事業実施区域に近い住居地域を含む約200ｍ程度の範囲とし、調査地点は事業実施

区域の近傍地域３地点（Ｌ－１～Ｌ－３）とした。調査地点の位置を図3－3－1に示す。 

 

 (3) 調査時期及び頻度 

    現地調査は、３地点同時に年１回の調査を行った。調査年月日を表3－3－1に示す。なお、調査頻度

は、朝１回、昼間２回、夕１回、夜間２回の計６回とした。 

 

表３－３－１ 低周波音調査日 

調査年月日 調査地点 

平成28年２月４日～２月５日 Ｌ－１～３ 

           

(4) 調査方法 

    低周波音圧レベルの測定は、「低周波音の測定方法に関するマニュアル」（平成12年10月 環境庁大

気保全局）及び「低周波音問題対応の手引書」(平成16年６月 環境省環境管理局大気生活環境室)に

準じて行った。 
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図３－３－１ 低周波音調査地点 
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２．調査結果 

一般地域低周波音圧レベルの現地調査結果を表3－3－2(1)～(3)に示す。 

低周波音については、環境基準等の基準値は定められていないことから、「低周波音問題対応の手引書」

（平成16年６月 環境省環境管理局大気生活環境室）に示された評価指針（①物的苦情の参照値、②心

身に係る苦情の参照値Ⅰ、③心身に係る苦情の参照値Ⅱ）を環境保全上の目標値とした。 

Ｇ特性低周波音圧レベルの現地調査結果は、Ｌ－１では朝が71dB(G)、昼間が76dB(G)、夕が74 dB(G)、

夜間が 74dB(G)であった。Ｌ－２では朝が 68dB(G)、昼間が 67～70dB(G)、夕が 67dB(G)、夜間が 65～

67dB(G)であった。Ｌ－３では朝が65dB(G)、昼間が66～71dB(G)、夕が66dB(G)、夜間が67dB(G)であっ

た。 

全地点ともにＧ特性低周波音圧レベルは、「③心身に係る苦情の参照値Ⅱ」（92dB(G)）に適合していた。 

     周波数別低周波音圧レベルの現地調査結果は、全地点で50～80Hzの周波数で「②心身に係る苦情の参

照値Ⅰ」を上回ることがあった。 

３地点ともに一部の周波数で「②心身に係る苦情の参照値Ⅰ」を上回っていたが、これは評価書時の

現況値で既に当該参照値を上回っており、本施設が主要因ではないと考えられる。また、他の影響の可

能性も考えられることから、今後も施設の稼働状況を継続的に監視するため、年１回の測定を行う計画

である。 

 

表３－３－２(1)  一般地域低周波音圧レベルの現地調査結果（Ｌ－１：近傍地域） 

調査年月日：2016年2月4日～2月5日 単位：dB

調査 調査

地点 時間 1 1.25 1.6 2 2.5 3.15 4 5 6.3 8 10 12.5 16 20 25 31.5 40 50 63 80

6:52 71 66 44 43 44 43 43 46 50 47 49 51 52 54 59 57 56 56 56 52 52 50

10:03 76 70 52 51 51 52 53 52 54 55 55 55 56 56 66 59 60 56 56 55 55 50

14:01 76 70 58 52 51 49 48 50 51 54 55 54 54 55 66 60 57 57 56 55 56 52

19:51 74 67 43 42 43 41 41 44 46 46 48 48 51 54 65 57 54 55 53 53 56 48

22:53 74 67 44 43 41 41 42 44 47 45 48 48 51 53 64 57 54 55 53 52 54 47

0:55 74 67 44 42 42 42 43 44 46 46 48 49 52 55 64 57 54 55 53 52 55 47

－ － － － － － － － － 70 71 72 73 75 77 80 83 87 93 99 － －

－ － － － － － － － － － － － 92 88 83 76 70 64 57 52 47 41

92 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

○ － － － － － － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

注１） A.Pは1～100Hzの音圧レベルを示す。

  ２） GはG特性音圧レベルを示す。

  ３） 参照値は、低周波音評価の目安となる値を示す。以下同じ。

  ４） 適合有無については、４回の測定値のうち１回以上の測定値が参照値(複数の参照値がある場合には小さい方の参照値)

     以上の場合は×、それ以外は○と表記した。

②心身に係る苦情

の参照値Ⅰ

③心身に係る苦情

の参照値Ⅱ

適合有無

G特性

(dB(G))

A.P

(dB)

1/3オクターブバンド中心周波数 (Hz)

L-1

近傍地域

①物的苦情

の参照値
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表３－３－２(2)  一般地域低周波音圧レベルの現地調査結果（Ｌ－２：近傍地域） 

調査年月日：2016年2月4日～2月5日 単位：dB

調査 調査

地点 時間 1 1.25 1.6 2 2.5 3.15 4 5 6.3 8 10 12.5 16 20 25 31.5 40 50 63 80

6:29 68 62 44 43 43 42 44 47 46 46 46 47 49 51 57 54 52 50 48 48 47 44

9:08 70 68 46 47 46 46 47 49 50 50 49 51 53 57 57 55 60 54 55 59 59 55

13:36 67 65 51 49 48 49 48 50 56 57 55 53 51 50 55 53 53 53 49 46 41 39

19:12 67 62 44 43 41 41 41 44 44 45 46 46 50 52 57 52 51 50 49 48 49 44

22:12 67 62 45 44 42 41 41 42 42 42 43 45 48 51 57 51 49 50 49 49 51 46

0:18 65 60 42 41 41 41 40 41 42 43 44 44 48 49 55 51 49 48 47 46 48 43

－ － － － － － － － － 70 71 72 73 75 77 80 83 87 93 99 － －

－ － － － － － － － － － － － 92 88 83 76 70 64 57 52 47 41

92 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

○ － － － － － － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

注１） A.Pは1～100Hzの音圧レベルを示す。

  ２） GはG特性音圧レベルを示す。

  ３） 参照値は、低周波音評価の目安となる値を示す。以下同じ。

  ４） 適合有無については、４回の測定値のうち１回以上の測定値が参照値(複数の参照値がある場合には小さい方の参照値)

     以上の場合は×、それ以外は○と表記した。

適合有無

1/3オクターブバンド中心周波数 (Hz)G特性

(dB(G))

L-2

近傍地域

A.P

(dB)

①物的苦情

の参照値

②心身に係る苦情

の参照値Ⅰ

③心身に係る苦情

の参照値Ⅱ

 

 

表３－３－２(3)  一般地域低周波音圧レベルの現地調査結果（Ｌ－３：近傍地域） 

調査年月日：2016年2月4日～2月5日 単位：dB

調査 調査

地点 時間 1 1.25 1.6 2 2.5 3.15 4 5 6.3 8 10 12.5 16 20 25 31.5 40 50 63 80

6:39 65 62 43 41 41 40 42 45 46 48 47 48 50 50 54 51 49 48 53 51 51 47

8:57 71 69 50 47 48 47 47 49 49 50 50 50 52 54 58 55 62 55 54 54 65 59

13:43 66 66 54 50 51 52 51 49 51 55 53 51 50 49 54 52 52 56 51 48 57 61

19:00 66 61 43 42 42 41 43 45 45 46 45 46 49 49 57 51 49 48 47 48 49 48

22:01 67 61 45 43 44 42 42 42 42 41 42 44 48 49 57 51 48 48 47 48 48 44

0:04 67 62 50 48 48 47 46 45 44 42 44 45 47 49 57 50 47 47 46 46 47 43

－ － － － － － － － － 70 71 72 73 75 77 80 83 87 93 99 － －

－ － － － － － － － － － － － 92 88 83 76 70 64 57 52 47 41

92 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

○ － － － － － － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

注１） A.Pは1～100Hzの音圧レベルを示す。

  ２） GはG特性音圧レベルを示す。

  ３） 参照値は、低周波音評価の目安となる値を示す。以下同じ。

  ４） 適合有無については、４回の測定値のうち１回以上の測定値が参照値(複数の参照値がある場合には小さい方の参照値)

     以上の場合は×、それ以外は○と表記した。

②心身に係る苦情

の参照値Ⅰ

③心身に係る苦情

の参照値Ⅱ

適合有無

G特性

(dB(G))

A.P

(dB)

1/3オクターブバンド中心周波数 (Hz)

L-3

近傍地域

①物的苦情

の参照値
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第４節 悪 臭 

１．調査内容 

   (1) 調査項目 

 調査の対象とする項目は、事業の実施に伴う臭気の影響を把握するため、特定悪臭物質（22物質）

及び臭気指数（臭気濃度）とした。 

 

(2) 調査時期 

    調査時期は、供用開始後、操業が定常状態になった時に実施した。本年度は、夏季から冬季までの

３季において、各季１回とし、以下のとおりとした。 

＜夏 季＞平成27年８月21日 

＜秋 季＞平成27年11月17日 

＜冬 季＞平成28年１月25日 

 

 (3) 調査範囲及び地点 

    調査の範囲は、事業実施区域境界（風上・風下）に２地点、周辺住居地域に２地点の計４地点とし

た。調査地点の位置を図3－4－1に示す。 

 

(4) 調査方法 

    分析方法を表3－4－1に示す。 
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表３－４－１ 特定悪臭物質及び臭気指数（臭気濃度）の分析方法 

調査項目 分析方法 

特

定

悪

臭

物

質 

ア ン モ ニ ア

「特定悪臭物質の測定の方法」 

（昭和47年環境庁告示第９号） 

メ チ ル メ ル カ プ タ ン

硫 化 水 素

硫 化 メ チ ル

二 硫 化 メ チ ル

ト リ メ チ ル ア ミ ン

ア セ ト ア ル デ ヒ ド

プ ロ ピ オ ン ア ル デ ヒ ド

ノ ル マ ル ブ チ ル ア ル デ ヒ ド

イ ソ ブ チ ル ア ル デ ヒ ド

ノ ル マ ル バ レ ル ア ル デ ヒ ド

イ ソ バ レ ル ア ル デ ヒ ド

イ ソ ブ タ ノ ー ル

酢 酸 エ チ ル

メ チ ル イ ソ ブ チ ル ケ ト ン

ト ル エ ン

ス チ レ ン

キ シ レ ン

プ ロ ピ オ ン 酸

ノ ル マ ル 酪 酸

ノ ル マ ル 吉 草 酸

イ ソ 吉 草 酸

臭気指数（臭気濃度） 
臭気指数及び臭気強度の算定の方法

（平成７年環境庁告示第63号） 
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図３－４－１ 悪臭調査地点 
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２．調査結果 

事業実施区域境界及び周辺住居地域の現地調査結果を表3－4－2(1)～(3)に示す。 

夏季及び冬季調査では、全地点において全ての項目で定量下限値未満であった。 

秋季調査では、事業実施区域境界（Ｏ－１風上）及び事業実施区域境界（Ｏ－２風下）では、臭気指

数が12であった。その他の項目は全て定量下限値未満であった。また、周辺住居地域は、全ての項目で

定量下限値未満であった。 

事業実施区域境界の現地調査結果と環境保全上の目標である「臭気指数が10～15以下程度」と比較す

ると、目標値に適合する結果であった。また、周辺住居地域の現地調査結果と環境保全上の目標である

「住民の大多数が悪臭による不快感をもつことがないこと」と比較すると、目標に適合すると判断する。 

参考までに「事業場の敷地境界線の地表における規制基準（三重県）」と比較すると、全て規制基準に

適合する値であった。 
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表３－４－２(1) 事業実施区域境界及び周辺住居地域の現地調査結果（夏 季） 

調 査 日：平成27年８月21日

Ｏ－１ Ｏ－２ Ｏ－３ Ｏ－４

天 候 － 曇 曇 曇 曇 －

風 向 － 東北東 東北東 東北東 東北東 －

風 速 m/s <0.5～0.8 <0.5～1.0 <0.5～0.6 <0.5～0.6 －

気 温 ℃ 30.0 29.9 29.2 29.0 －

湿 度 ％ 71 76 76 79 －

ア ン モ ニ ア ppm <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 1

メ チ ル メ ル カ プ タ ン ppm <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 0.002

硫 化 水 素 ppm <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 0.02

硫 化 メ チ ル ppm <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 0.01

二 硫 化 メ チ ル ppm <0.0009 <0.0009 <0.0009 <0.0009 0.009

ト リ メ チ ル ア ミ ン ppm <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 0.005

ア セ ト ア ル デ ヒ ド ppm <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 0.05

プ ロ ピ オ ン ア ル デ ヒ ド ppm <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 0.05

ノルマルブチルアルデヒド ppm <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.009

イ ソ ブ チ ル ア ル デ ヒ ド ppm <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.02

ノルマルバレルアルデヒド ppm <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 0.009

イ ソ バ レ ル ア ル デ ヒ ド ppm <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 0.003

イ ソ ブ タ ノ ー ル ppm <0.09 <0.09 <0.09 <0.09 0.9

酢 酸 エ チ ル ppm <0.3 <0.3 <0.3 <0.3 3

メ チルイ ソブチ ル ケ ト ン ppm <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 1

ト ル エ ン ppm <1 <1 <1 <1   10

ス チ レ ン ppm <0.04 <0.04 <0.04 <0.04 0.4

キ シ レ ン ppm <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 1

プ ロ ピ オ ン 酸 ppm <0.003 <0.003 <0.003 <0.003 0.03

ノ ル マ ル 酪 酸 ppm <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 0.001

ノ ル マ ル 吉 草 酸 ppm <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 0.0009

イ ソ 吉 草 酸 ppm <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 0.001

－  <10 (<10)  <10（<10)  <10 (<10)  <10 (<10) －臭気指数（臭気濃度）

調 査 項 目 単位
敷地境界

規制基準

調

査

時

の

気

象

状

況

特

定

悪

臭

物

質
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表３－４－２(2) 事業実施区域境界及び周辺住居地域の現地調査結果（秋 季） 

調 査 日：平成27年11月17日

Ｏ－１ Ｏ－２ Ｏ－３ Ｏ－４

天 候 － 曇 曇 曇 晴

風 向 － 東 東 東 東 －

風 速 m/s  0.5  0.5 0.5  0.5 －

気 温 ℃ 20.2 19.9 20.2 20.3 －

湿 度 ％ 74 77 71 75 －

ア ン モ ニ ア ppm <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 1

メ チ ル メ ル カ プ タ ン ppm <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 0.002

硫 化 水 素 ppm <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 0.02

硫 化 メ チ ル ppm <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 0.01

二 硫 化 メ チ ル ppm <0.0009 <0.0009 <0.0009 <0.0009 0.009

ト リ メ チ ル ア ミ ン ppm <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 0.005

ア セ ト ア ル デ ヒ ド ppm <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 0.05

プ ロ ピ オ ン ア ル デ ヒ ド ppm <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 0.05

ノルマルブチルアルデヒド ppm <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.009

イ ソ ブ チ ル ア ル デ ヒ ド ppm <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.02

ノルマルバレルアルデヒド ppm <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 0.009

イ ソ バ レ ル ア ル デ ヒ ド ppm <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 0.003

イ ソ ブ タ ノ ー ル ppm <0.09 <0.09 <0.09 <0.09 0.9

酢 酸 エ チ ル ppm <0.3 <0.3 <0.3 <0.3 3

メ チルイ ソブチ ル ケ ト ン ppm <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 1

ト ル エ ン ppm <1 <1 <1 <1   10

ス チ レ ン ppm <0.04 <0.04 <0.04 <0.04 0.4

キ シ レ ン ppm <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 1

プ ロ ピ オ ン 酸 ppm <0.003 <0.003 <0.003 <0.003 0.03

ノ ル マ ル 酪 酸 ppm <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 0.001

ノ ル マ ル 吉 草 酸 ppm <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 0.0009

イ ソ 吉 草 酸 ppm <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 0.001

－  12 (15) 12（15)  <10 (<10)  <10 (<10) －臭気指数（臭気濃度）

調 査 項 目 単位
敷地境界

規制基準

調

査

時

の

気

象

状

況

特

定

悪

臭

物

質
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表３－４－２(3) 事業実施区域境界及び周辺住居地域の現地調査結果（冬 季） 

調 査 日：平成28年１月25日

Ｏ－１ Ｏ－２ Ｏ－３ Ｏ－４

天 候 － 晴 晴 晴 晴 －

風 向 － 南西 南西 南西 南西 －

風 速 m/s <0.5～1.8 <0.5～1.6 <0.5～1.4 <0.5～1.4 －

気 温 ℃ 1.5 1.4 -0.6 -0.5 －

湿 度 ％ 61 60 66 66 －

ア ン モ ニ ア ppm <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 1

メ チ ル メ ル カ プ タ ン ppm <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 0.002

硫 化 水 素 ppm <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 0.02

硫 化 メ チ ル ppm <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 0.01

二 硫 化 メ チ ル ppm <0.0009 <0.0009 <0.0009 <0.0009 0.009

ト リ メ チ ル ア ミ ン ppm <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 0.005

ア セ ト ア ル デ ヒ ド ppm <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 0.05

プ ロ ピ オ ン ア ル デ ヒ ド ppm <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 0.05

ノルマルブチルアルデヒド ppm <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.009

イ ソ ブ チ ル ア ル デ ヒ ド ppm <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.02

ノルマルバレルアルデヒド ppm <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 0.009

イ ソ バ レ ル ア ル デ ヒ ド ppm <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 0.003

イ ソ ブ タ ノ ー ル ppm <0.09 <0.09 <0.09 <0.09 0.9

酢 酸 エ チ ル ppm <0.3 <0.3 <0.3 <0.3 3

メチ ルイ ソブ チ ルケ ト ン ppm <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 1

ト ル エ ン ppm <1 <1 <1 <1   10

ス チ レ ン ppm <0.04 <0.04 <0.04 <0.04 0.4

キ シ レ ン ppm <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 1

プ ロ ピ オ ン 酸 ppm <0.003 <0.003 <0.003 <0.003 0.03

ノ ル マ ル 酪 酸 ppm <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 0.001

ノ ル マ ル 吉 草 酸 ppm <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 0.0009

イ ソ 吉 草 酸 ppm <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 0.001

－  <10 (<10)  <10（<10)  <10 (<10)  <10 (<10) －臭気指数（臭気濃度）

調 査 項 目 単位
敷地境界

規制基準

調

査

時

の

気

象

状

況

特

定

悪

臭

物

質
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第５節 水 質 

１．調査内容 

   (1) 調査項目 

調査の対象とする項目は、浸出液処理施設からの排水が放流先河川の水質に与える影響を把握する

のため、以下のとおりとした。 

 

① 生活環境項目等 

調査の対象項目は、生活環境の保全に関する環境基準項目等とし、水素イオン濃度（ｐＨ）、生物

化学的酸素要求量（ＢＯＤ）、化学的酸素要求量（ＣＯＤ）、浮遊物質量（ＳＳ）、溶存酸素量（ＤＯ）、

大腸菌群数、全窒素（Ｔ－Ｎ）、全りん（Ｔ－Ｐ）、亜鉛（Ｚｎ）とした。 

また、その他の項目として、濁度、電気伝導率、色度、硝酸性窒素、りん酸態りんも対象とした。 

 

② 健康項目等 

調査の対象項目は、人の健康の保護に関する環境基準項目等とし、カドミウム、シアン、鉛、六

価クロム、ひ素、総水銀、アルキル水銀、ポリ塩化ビフェニル、ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ、四塩化炭素、1,2-ｼﾞｸﾛ

ﾛｴﾀﾝ、1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ、1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ、ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、ﾃﾄﾗｸﾛﾛ

ｴﾁﾚﾝ、1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ、チウラム、シマジン、チオベンカルブ、ベンゼン、セレン、硝酸性窒素及

び亜硝酸性窒素、ふっ素及びその化合物、ほう素及びその化合物、1,4－ジオキサン、ダイオキシン

類とした。 

また、その他の項目として、ノルマルヘキサン抽出物質、フェノール類、銅、溶解性鉄、溶解性

マンガン、全クロムも対象とした。 

 

(2) 調査時期及び頻度 

調査時期は、供用開始後、操業が定常状態になった時に実施した。本年度は、夏季から冬季までの

３季において、各季１回とし、以下のとおりとした。ただし、健康項目等の分析項目は、冬季調査の

み実施した。 

① 生活環境項目等の調査日 

＜夏 季＞平成27年８月24日 ＜秋 季＞平成27年10月21日 

＜冬 季＞平成28年２月18日 

② 健康項目等の調査 

＜春 季＞平成28年３月16日 

 

 (3) 調査範囲及び地点 

   調査の範囲は、放流先河川である北山川に１地点、予野川に１地点の計２地点とした。調査地点の

位置を図3－5－1に示す。 
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図３－５－１ 水質調査地点 
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(4) 調査方法 

       分析方法を表3－5－1に示す。 

 

表３－５－１ 水質の分析方法 

単 位 測定・分析方法

気 温 ℃ JIS K0102 7.1

水 温 ℃ JIS K0102 7.2

外 観 － JIS K0102 8

水素イオン濃度（pH） － JIS K0102 12.1

生物的酸素要求量（BOD） mg／ℓ JIS K0102 21 及び 32.3

化学的酸素要求量（COD） mg／ℓ JIS K0102 17

浮遊物質量（SS） mg／ℓ 昭和46年環境庁告示第59号付表９

溶存酸素量（DO） mg／ℓ JIS K0102 32.1

大腸菌群数 MPN/100mℓ 昭和46年環境庁告示第59号別表2-1(1)備考４

全窒素（T-N） mg／ℓ JIS K0102 45.4

全 燐（T-P） mg／ℓ JIS K0102 46.3.1

亜鉛（Zn） mg／ℓ 昭和46年環境庁告示第59号付表10

濁 度 度 厚生労働省告示第261号別表第41

電気伝導率 μS/cm 上水試験方法Ⅵ－1.10.2

色 度 度 厚生労働省告示第261号別表第36

硝酸性窒素 mg／ℓ JIS K0102 43.2.5備考6

りん酸態りん mg／ℓ JIS K0102 46.1.1

流 量 ｍ
３
/min JIS K0094.8

カドミウム mg/ℓ JIS K0102.55.3

シアン mg/ℓ JIS K0102.38.1.2及び38.3

鉛 mg/ℓ JIS K0102.54.3

六価クロム mg/ℓ JIS K0102.65.2.4

ひ素 mg/ℓ JIS K0102.61.3

総水銀 mg/ℓ 昭和46年環境庁告示第59号付表1

アルキル水銀 mg/ℓ 昭和46年環境庁告示第59号付表2

ポリ塩化ビフェニル mg/ℓ 昭和46年環境庁告示第59号付表3

ジクロロメタン mg/ℓ JIS K0125.5.2

四塩化炭素 mg/ℓ JIS K0125.5.2

1,2－ジクロロエタン mg/ℓ JIS K0125.5.2

1,1－ジクロロエチレン mg/ℓ JIS K0125.5.2

シス－1,2－ジクロロエチレン mg/ℓ JIS K0125.5.2

1,1,1－トリクロロエタン mg/ℓ JIS K0125.5.2

1,1,2－トリクロロエタン mg/ℓ JIS K0125.5.2

トリクロロエチレン mg/ℓ JIS K0125.5.2

テトラクロロエチレン mg/ℓ JIS K0125.5.2

1,3－ジクロロプロペン mg/ℓ JIS K0125.5.2

チウラム mg/ℓ 昭和46年環境庁告示第59号付表4

シマジン mg/ℓ 昭和46年環境庁告示第59号付表5

チオベンカルブ mg/ℓ 昭和46年環境庁告示第59号付表5

ベンゼン mg/ℓ JIS K0125.5.2

セレン mg/ℓ JIS K0102.67.3

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 mg/ℓ JIS K0102.43.2.5 , 43.1.2

ふっ素及びその化合物 mg/ℓ 昭和46年環境庁告示第59号付表6

ほう素及びその化合物 mg/ℓ JIS K0102.47.3

1,4－ジオキサン mg/ℓ 昭和46年環境庁告示第59号付表7

ダイオキシン類 pg-TEQ/ℓ JIS K0312(2005)

ノルマルヘキサン抽出物質 mg/ℓ 昭和46年環境庁告示第64号付表4

フェノール類 mg/ℓ JIS K0102.28.1

銅 mg/ℓ JIS K0102.52.4

溶解性鉄 mg/ℓ JIS K0102.57.4

溶解性マンガン mg/ℓ JIS K0102.56.4

全クロム mg/ℓ JIS K0102.65.1.1

調査項目

生
活
環
境
項
目
等

健

康

項

目

等
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２．調査結果 

(1) 生活環境項目等 

生活環境項目等に係る現地調査結果を表3－5－2(1),(2)に示す。 

北山川では、ｐＨは7.1～8.8、ＢＯＤは1.4～5.6mg/ℓ、ＣＯＤは9.7～13mg/ℓ､ＳＳは５～６mg/ℓ、

ＤＯは9.8～11.6mg/ℓ､大腸菌群数は330～54,000MPN/100mℓ、全窒素は7.5～16mg/ℓ、全りんは0.048～

0.16mg/ℓ、亜鉛は0.001～0.028mg/ℓであった。なお、濁度は2.8～4.4度、電気伝導率は290～840ｍS/cm、

色度は30～51度、硝酸性窒素は5.1～15mg/ℓ、りん酸態りんは0.003未満～0.061mg/ℓであった。 

予野川では、ｐＨは7.4～8.2、ＢＯＤは0.7～2.0mg/ℓ、ＣＯＤは4.3～7.0mg/ℓ､ＳＳは１～５mg/ℓ､

大腸菌群数は790～35,000MPN/100mℓ、ＤＯは10.0～12.8mg/ℓ､全窒素は1.9～3.5mg/ℓ、全りんは0.044

～0.10mg/ℓ、亜鉛は0.001～0.009mg/ℓであった。なお、濁度は1.1～3.1度、電気伝導率は47～130 

ｍS/cm、色度は16～33度、硝酸性窒素は1.6～2.3mg/ℓ、りん酸態りんは0.017～0.065mg/ℓであった。 

    予野川の現地調査結果と環境保全上の目標である「生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）：名張川の環境

基準（Ａ類型：２mg/ℓ以下）適合状況を大きく悪化させないこと」、「浮遊物質量（ＳＳ）：名張川の環

境基準（Ａ類型：25mg/ℓ以下）適合状況を大きく悪化させないこと」、「ＣＯＤ、全窒素及び全りん：

現況のＣＯＤ、全窒素あるいは全りんを大きく悪化させないこと」と比較すると、目標値に適合する

結果であった。 
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表３－５－２(1) 生活環境項目等に係る水質の現地調査結果 

夏季 秋季 冬季

天候 － 曇 晴 晴 －

気温 ℃ 30.1 24.8 8.3 21.1

水温 ℃ 26.2 21.3 13.0 20.2

外観 －
微黄色

懸濁物あり

微黄色

懸濁物あり

微黄色

懸濁物あり
－

ｐＨ － 7.4 8.8 7.1 7.8

生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ） mg/ℓ 5.6 1.4 1.6 2.9

化学的酸素要求量（ＣＯＤ） mg/ℓ 9.7 12 13 11.6

浮遊物質量（ＳＳ） mg/ℓ 5 6 6 6

溶存酸素（ＤＯ） mg/ℓ 9.8 11.6 11.0 10.8

大腸菌群数 MPN/100mℓ 54000 54000 330 36000

全窒素（Ｔ－Ｎ） mg/ℓ 16 7.5 10 11.2

全りん（Ｔ－Ｐ） mg/ℓ 0.16 0.048 0.092 0.100

亜鉛(Ｚｎ) mg/ℓ 0.001 0.018 0.028 0.016

濁度 度 4.4 2.8 4.0 3.7

電気伝導率 ｍS/cm 290 840 690 610

色度 度 51 30 47 43

硝酸性窒素 mg/ℓ 15 6.1 5.1 8.7

りん酸態りん mg/ℓ 0.061    <0.003 0.016 0.027

流量 ｍ
3
/分 1.44 1.18 1.42 1.35

地点名 北山川
平均値

調査項目

 

 

表３－５－２(2) 生活環境項目等に係る水質の現地調査結果 

夏季 秋季 冬季

天候 － 曇 晴 晴 －

気温 ℃ 27.9 24.9 1.0 17.9

水温 ℃ 22.3 19.0 3.7 15.0

外観 －
微黄色

懸濁物あり

無色

懸濁物あり

微黄色

懸濁物あり
－

ｐＨ － 7.6 8.2 7.4 7.7

生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ） mg/ℓ 2.0 0.7 1.1 1.3

化学的酸素要求量（ＣＯＤ） mg/ℓ 7.0 4.3 5.1 5.5

浮遊物質量（ＳＳ） mg/ℓ 5 1 3 3

溶存酸素（ＤＯ） mg/ℓ 10.0 12.6 12.8 11.8

大腸菌群数 MPN/100mℓ 35000 35000 790 24000

全窒素（Ｔ－Ｎ） mg/ℓ 3.5 1.9 2.8 2.7

全りん（Ｔ－Ｐ） mg/ℓ 0.10 0.044 0.066 0.070

亜鉛(Ｚｎ) mg/ℓ 0.001 0.009 0.008 0.006

濁度 度 3.1 1.1 1.9 2.0

電気伝導率 ｍS/cm 47 120 130 99

色度 度 33 16 20 23

硝酸性窒素 mg/ℓ 2.3 1.6 1.8 1.9

りん酸態りん mg/ℓ 0.065 0.032 0.017 0.038

流量 ｍ
3
/分 22.3 9.03 8.08 13.1

地点名 予野川
平均値

調査項目
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(2) 健康項目等 

  健康項目等に係る現地調査結果を表3－5－3に示す。 

  北山川では、ひ素が0.001mg/ℓ、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素が5.6mg/ℓ、ふっ素が0.1mg/ℓ、ほう

素が1.1mg/ℓ、ダイオキシン類が0.14pg-TEQ/ℓ、溶解性鉄が1.2mg/ℓ、溶解性マンガンが0.43mg/ℓが検

出された。その他の項目は、定量下限値未満であった。 

予野川では、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素が1.9mg/ℓ、ほう素が0.2mg/ℓ、ダイオキシン類が0.28  

pg-TEQ/ℓ、溶解性鉄が0.58mg/ℓ、溶解性マンガンが0.10mg/ℓが検出された。その他の項目は、定量下

限値未満であった。 

  北山川では、ほう素が環境基準を僅かに上回ったものの、北山川の下流に位置する予野川では、環

境基準に適合する結果であった。その他の項目は、北山川及び予野川ともに環境基準に適合する結果

であった。 

  今後も放流先河川の水質の状況を継続的に監視するため、定期的な測定を行う計画である。 
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表３－５－３ 健康項目等に係る水質の現地調査結果（春 季） 

天 候 （－） － － －

カドミウム （mg/ℓ） <0.003 <0.003   0.003 mg/ℓ以下

全シアン （mg/ℓ） <0.05 <0.05 検出されないこと

鉛 （mg/ℓ） <0.01 <0.01   0.01  mg/ℓ以下

六価クロム （mg/ℓ） <0.01 <0.01   0.05  mg/ℓ以下

ひ素 （mg/ℓ）    0.001 <0.001   0.01  mg/ℓ以下

総水銀 （mg/ℓ） <0.0005 <0.0005   0.0005mg/ℓ以下

アルキル水銀 （mg/ℓ） <0.0005 <0.0005 検出されないこと

ポリ塩化ビフェニル （mg/ℓ） <0.0005 <0.0005 検出されないこと

ジクロロメタン （mg/ℓ） <0.001 <0.001   0.02  mg/ℓ以下

四塩化炭素 （mg/ℓ） <0.001 <0.001   0.002 mg/ℓ以下

1.2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ （mg/ℓ） <0.001 <0.001   0.004 mg/ℓ以下

1.1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ （mg/ℓ） <0.001 <0.001   0.1   mg/ℓ以下

ｼｽ-1.2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ （mg/ℓ） <0.001 <0.001   0.04  mg/ℓ以下

1.1.1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ （mg/ℓ） <0.001 <0.001   1     mg/ℓ以下

1.1.2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ （mg/ℓ） <0.001 <0.001   0.006 mg/ℓ以下

トリクロロエチレン （mg/ℓ） <0.001 <0.001   0.01  mg/ℓ以下

テトラクロロエチレン （mg/ℓ） <0.001 <0.001   0.01  mg/ℓ以下

1.3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ （mg/ℓ） <0.002 <0.002   0.002 mg/ℓ以下

チウラム （mg/ℓ） <0.0005 <0.0005   0.006 mg/ℓ以下

シマジン （mg/ℓ） <0.001 <0.001   0.003 mg/ℓ以下

チオベンカルブ （mg/ℓ） <0.001 <0.001   0.02  mg/ℓ以下

ベンゼン （mg/ℓ） <0.001 <0.001   0.01  mg/ℓ以下

セレン （mg/ℓ） <0.001 <0.001   0.01  mg/ℓ以下

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 （mg/ℓ）    5.6    1.9  10     mg/ℓ以下

ふっ素 （mg/ℓ）    0.1 <0.1   0.8   mg/ℓ以下

ほう素 （mg/ℓ）    1.1    0.2   1     mg/ℓ以下

1,4－ジオキサン （mg/ℓ） <0.05 <0.05   0.05  mg/ℓ以下

ダイオキシン類 (pg-TEQ/ℓ)    0.14    0.28   1  pg-TEQ/ℓ以下

ノルマルヘキサン抽出物質 （mg/ℓ） <1 <1 －

フェノール類 （mg/ℓ） <0.5 <0.5 －

銅 （mg/ℓ） <0.01 <0.01 －

溶解性鉄 （mg/ℓ）    1.2    0.58 －

溶解性マンガン （mg/ℓ）    0.43    0.10 －

全クロム （mg/ℓ） <0.01 <0.01 －

環境基準
地点名

健
康
項
目
等

北山川 予野川調査項目
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第６節 底 質 

１．調査内容 

   (1) 調査項目 

調査の対象とする項目は、浸出液処理施設からの排水が放流先河川の底質に与える影響を把握する

ため、以下のとおりとした。 

 

① 底質調査項目等 

対象項目は、Cd、T-CN、Pb、Cr6+、As、T-Hg、R-Hg、PCB、ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ、四塩化炭素、1.2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ、

1.1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、ｼｽ-1.2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、1.1.1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ、1.1.2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ、ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、

1.3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ、ﾁｳﾗﾑ、ｼﾏｼﾞﾝ、ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ、ﾍﾞﾝｾﾞﾝ、ｾﾚﾝ、T-N、T-P、有機りん化合物、ﾌｪﾉｰﾙ類、

Cu、Zn、S-Fe、S-Mn、T-Cr、ふっ素、ほう素、ﾀﾞｵｲｷｼﾝ類、強熱減量とした。 

 

② 底質の物理的性状 

対象は、粒度試験、含水比試験及び土粒子の密度試験とした。 

 

(2) 調査時期及び頻度 

調査時期は、供用開始後、操業が定常状態になった時に実施した。本年度は、平成28年１月25日に

調査を実施した。 

 

 (3) 調査範囲及び地点 

   調査の範囲は、放流先河川である北山川に１地点、予野川に１地点の計２地点とした。調査地点は、

水質調査地点と同じ地点であり、前述の図3－5－1に示すとおりである。 

 

(4) 調査方法 

       分析方法を表3－6－1(1),(2)に示す。 
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表３－６－１(1) 底質調査項目の分析方法 

調査項目 単 位 測定・分析方法 

カドミウム(Cd) mg／kg Ｈ24底質調査方法Ⅱ5.1.4 

シアン(T-CN) mg／kg Ｓ63環水管第127号（底質調査方法Ⅱ14.1） 

鉛(Pb) mg／kg Ｈ24底質調査方法Ⅱ5.2.4 

六価クロム（Cr6+） mg／kg Ｈ24底質調査方法Ⅱ5.12.3 

ひ素(As) mg／kg Ｈ24底質調査方法Ⅱ5.9.4 

総水銀（T-Hg） mg／kg Ｈ24底質調査方法Ⅱ5.14.1.2 

アルキル水銀（R-Hg） mg／kg Ｈ24底質調査方法Ⅱ5.14.2.1 

ポリ塩化ビフェニル mg／kg Ｈ24底質調査方法Ⅱ6.4.1 

ジクロロメタン mg／kg Ｈ24底質調査方法Ⅱ6.1.2 

四塩化炭素 mg／kg Ｈ24底質調査方法Ⅱ6.1.2 

1.2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ mg／kg Ｈ24底質調査方法Ⅱ6.1.2 

1.1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ mg／kg Ｈ24底質調査方法Ⅱ6.1.2 

ｼｽ-1.2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ mg／kg Ｈ24底質調査方法Ⅱ6.1.2 

1.1.1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ mg／kg Ｈ24底質調査方法Ⅱ6.1.2 

1.1.2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ mg／kg Ｈ24底質調査方法Ⅱ6.1.2 

トリクロロエチレン mg／kg Ｈ24底質調査方法Ⅱ6.1.2 

テトラクロロエチレン mg／kg Ｈ24底質調査方法Ⅱ6.1.2 

1.3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ mg／kg Ｈ24底質調査方法Ⅱ6.1.2 

チウラム mg／kg 溶媒抽出 HPLC法 

シマジン mg／kg 溶媒抽出 GC-MS法 

チオベンカルブ mg／kg 溶媒抽出 GC-MS法 

ベンゼン mg／kg Ｈ24底質調査方法Ⅱ6.1.2  

セレン(Se) mg／kg Ｈ24底質調査方法Ⅱ5.10.3  

全窒素（T-N） mg／g Ｈ24底質調査方法Ⅱ4.8.1.2 

全 燐（T-P） mg／g Ｈ24底質調査方法Ⅱ4.9.1 

有機リン mg／kg Ｓ49環境庁告示第64号付表1 準拠 

フェノール類 mg／kg JIS K0102 28.1 準拠 

銅(Cu) mg／kg Ｈ24底質調査方法Ⅱ5.3.4 

亜鉛(Zn) mg／kg Ｈ24底質調査方法Ⅱ5.4.4 

鉄(Fe) mg／kg Ｈ24底質調査方法Ⅱ5.5.4 

マンガン(Mn) mg／kg Ｈ24底質調査方法Ⅱ5.6.4 

全クロム(T-Cr) mg／kg Ｈ24底質調査方法Ⅱ5.12.1.3 

ふっ素(F) mg／kg Ｈ24底質調査方法Ⅱ4.12.1.1 

ほう素(B) mg／kg Ｈ24底質調査方法Ⅱ5.13.3 

ダイオキシン類 pg-TEQ/g
ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類に係る底質調査測定ﾏﾆｭｱﾙ 

(平成21年3月 環境省水・大気環境局水環境課) 

強熱減量 wt% Ｈ24底質調査方法Ⅱ4.2 

 

表３－６－１(2) 底質における物理的性状の分析方法 

調査項目 測定・分析方法 

粒度試験 JIS A 1204 

含水比試験 JIS A 1203 

密度試験 JIS A 1202 
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２．調査結果 

(1) 底質調査項目等 

各調査地点における水底の底質調査結果を表3－6－2に、地殻中及び土壌中の微量金属含有量を表 

3－6－3に、土壌の組成（自然含有量）を表3－6－4に示す。 

北山川では全リンが2.1mg/kgであり、予野川では全リンが0.41mg/kgであった。全リン以外で、検出

された項目のカドミウム(Ｃｄ)、鉛（Ｐｂ）、ひ素(Ａｓ)、総水銀（Ｔ－Ｈｇ）、セレン（Ｓｅ）、銅 

（Ｃｕ）、亜鉛（Ｚｎ）、鉄（Ｆｅ）、マンガン（Ｍｎ）、全クロム（Ｔ－Ｃｒ）、ふっ素（Ｆ）、ほう素

（Ｂ）は、「地殻中及び土壌中の微量金属含有量」及び「土壌の組成（自然含有量）」と比較すると、

通常含有範囲内または含有範囲をやや上回る結果であった。また、北山川ではダイオキシン類が

17pg-TEQ/g、予野川ではダイオキシン類が0.96pg-TEQ/gであり、環境基準（150pg-TEQ/g）に適合する

結果であった。 
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表３－６－２ 底質の現地調査結果 

調査項目 単位 北山川 予野川 

全窒素 mg/kg      <0.05      <0.05 

全りん mg/kg       2.1       0.41 

カドミウム(Cd) mg/kg       1.7       0.1 

シアン(T-CN) mg/kg      <1      <1 

鉛(Pb) mg/kg       8.1       1.5 

六価クロム(Cr6+) mg/kg      <0.5      <0.5 

ひ素(As) mg/kg      11       1.4 

総水銀(T-Hg) mg/kg       0.61       0.02 

アルキル水銀(R-Hg) mg/kg      <0.01      <0.01 

ポリ塩化ビフェニル mg/kg      <0.01      <0.01 

ジクロロメタン mg/kg      <0.02      <0.02 

四塩化炭素 mg/kg      <0.02      <0.02 

1.2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ mg/kg      <0.02      <0.02 

1.1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ mg/kg      <0.02      <0.02 

ｼｽ-1.2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ mg/kg      <0.02      <0.02 

1.1.1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ mg/kg      <0.02      <0.02 

1.1.2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ mg/kg      <0.02      <0.02 

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ mg/kg      <0.02      <0.02 

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ mg/kg      <0.02      <0.02 

1.3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ mg/kg      <0.02      <0.02 

チウラム mg/kg      <0.01      <0.01 

シマジン mg/kg      <0.01      <0.01 

チオベンカルブ mg/kg      <0.01      <0.01 

ベンゼン mg/kg      <0.02      <0.02 

セレン(Se) mg/kg       0.2      <0.2 

有機リン mg/kg      <0.1      <0.1 

フェノール類 mg/kg      <5      <5 

銅(Cu) mg/kg      33       5.2 

亜鉛(Zn) mg/kg     380      71 

鉄(Fe) mg/kg  61,000  17,000 

マンガン(Mn) mg/kg   4,500     760 

全クロム(T-Cr) mg/kg      33       5 

ふっ素(F) mg/kg      50     120 

ほう素(B) mg/kg      44       6 

ダイオキシン類 pg-TEQ/g      17       0.96 

強熱減量 wt%      11       2.0 
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表３－６－３ 地殻中及び土壌中の微量金属含有量（ｐｐｍ） 

（農業技術研究所のまとめ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所：「土壌汚染」環境庁土壌農薬課編 白亜書房） 

 

表３－６－４ 土壌の組成（自然含有量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）乾燥処理した土壌、鉱床近くの土壌は除いた。Ａｇ，Ｂｅ，Ｃｄ，Ｃｅ，Ｃｓ，Ｇｅ，Ｈｆ， 
Ｈｇ，Ｌａ，Ｓｂ，Ｓｎ，Ｔｌ及びＵに関してのデータは不十分なものである。 

資料：H.J.M.Bowen,Trace,Element in Biochemistry,Academic Press（1966） 

                      （出所：「土の環境圏」（フジテクノシステム）） 

植 物

Taylor
and

Matsui

Gold-
schmidt

（1954年）

Clark
and

Kimura

Lange
（1956年）

範 囲
通 常

（Bowen）
Allaway

（1968年）

As      2      5      5  5 0.1～1,000 1～40 0.1～5
B      3     10     10      3 0.1～2,000 2～100 5～30
Cd   0.15      0.2      0.5      0.15 <1 0.2～0.8
Co     46     40     45     23 0.1～200 1～40 0.02～0.5
Cr    100    200    200    370 0.5～>104 5～3,000 0.2～1.0 蛇紋岩地帯数％
Cu     55     70    100     70 0.2～5,000 2～200 2～15
Hg      0.08      0.5      0.2      0.5 0.03
Mn  1,000  1,000    900    960 20～>104 200～3,000 15～100
Mo      1      2.3     13      7.2 0.005～200 0.2～5 1～100
Ni     35    100    100     80 0.5～5,000 5～500 1 蛇紋岩地帯5,000
Pb     15     16     15     16 0.2～5,000 2～200 0.1～10
Se      0.09      0.09      0.1      0.8 0.1～200 0.1～2 0.02～2.0 中毒地1～30
V    120    150    150 - 1～1,000 20～500 0.1～10
Zn     40     80     40 - 2～>104 10～300 8～15

地殻中平均 土壌中
元

素
備 考

元 素 元 素

Ａｇ         0.1 （0.01-5） Ｍｇ     5,000 （600-6,000）
Ａｌ    71,000 （10,000-300,000） Ｍｎ       850 （100-4,000）
Ａｓ         6 （0.1-40） Ｍｏ         2 （0.2-5）
Ｂ        10 （2-100） Ｎ     1,000 （200-2,500）

Ｂａ       500 （100-3,000） Ｎａ     6,300 （750-7,500）
Ｂｅ         6 （0.1-40） Ｎｉ        40 （10-1,000）
Ｂｒ         5 （1-10） Ｏ   490,000
Ｃ    20,000 Ｐ       650

Ｃａ    13,700 （7,000-500,000） Ｐｂ        10 （2-200）

Ｃｄ         0.06 （0.01-0.7） Ｒａ 8×10
-7

（3-20×10
-7
）

Ｃｅ        50 Ｒｂ       100 （20-600）
Ｃｌ       100 Ｓ       700 （30-900）
Ｃｏ         8 （1-40） Ｓｂ （2-10）
Ｃｒ       100 （5-3,000） Ｓｃ         7 （10-25）
Ｃｓ         6 （0.3-25） Ｓｅ         0.2 （0.01-2）
Ｃｕ        20 （2-100） Ｓｉ   330,000 （250,000-350,000）
Ｆ       200 （30-300） Ｓｎ        10 （2-200）

Ｆｅ    38,000 （7,000-550,000） Ｓｒ       300 （50-1,000）
Ｇａ        30 （0.4-300） Ｔｈ         5 （0.1-12）
Ｇｅ         1 （1-50） Ｔｉ     5,000 （1,000-10,000）
Ｈｆ         6 Ｔｌ         0.1
Ｈｇ         0.03 （0.01-0.3） Ｕ         1 （0.9-9）
Ｉ         5 Ｖ       100 （20-500）
Ｋ    14,000 （400-30,000） Ｙ        50 （25-250）

Ｌａ        30 （1-5,000） Ｚｎ        50 （50-300）
Ｌｉ        30 （7-200） Ｚｒ       300 （60-2,000）

乾燥土壌の平均（範囲） 乾燥土壌の平均（範囲）
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(2) 底質の物理的性状 

放流先河川の底質の粒度試験及び含水比試験の結果を表3－6－5に、底質の工学的分類結果を表 

3－6－6に示す。 

北山川においては、礫分が0.0％、砂分が47.0％及び細粒分が23.4％であり、細粒分のうち、シルト

分が23.4％、粘土分が29.6％を占めた。分類は「砂質細粒土」であった。なお、含水比は275.5％であ

った。 

予野川においては、礫分が0.0％、砂分が97.1％及び細粒分が0.8％であり、細粒分のうち、シルト

分が0.8％、粘土分が2.1％を占めた。分類は「分級された砂」であった。なお、含水比は30.6％であ

った。調査地点の水底の底質の物理的性状を比較すると、いずれの地点も約５割以上を砂分が占める

底質であった。 
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表３－６－５ 放流先河川における底質の粒度分布及び含水比 

項 目 地 点 北山川 予野川

粒径mm 通過質量百分率 ％ 粒径mm 通過質量百分率 ％

 75       75      

ふ  53       53      

 37.5  37.5

る  26.5  26.5

 19       19      

い  9.5  9.5

 4.75  4.75

分  2      100.0  2      100.0

 0.850 92.7  0.850 59.9

析  0.425 77.1  0.425 20.4

 0.250 62.5  0.250 8.1

 0.106 54.2  0.106 3.4

 0.075 53.0  0.075 2.9

 0.0556 51.9  0.0579 2.4

 0.0394 50.2  0.0409 2.4

 0.0250 47.5  0.0259 2.4

 0.0146 41.8  0.0150 2.1

 0.0104 37.4  0.0106 2.1

 0.0074 33.0  0.0075 2.1

 0.0037 27.7  0.0037 2.1

 0.0015 24.2  0.0015 2.1

粗 礫 分(75    ～19   mm)％ 0 0

中 礫 分(19    ～4.75 mm)％ 0 0

細 礫 分( 4.75 ～2    mm)％ 0 0

粗 砂 分( 2    ～0.850mm)％ 7.3 40.1

中 砂 分( 0.850～0.250mm)％ 30.2 51.8

細 砂 分( 0.250～0.075mm)％ 9.5 5.2

シ ル ト 分( 0.075～0.005mm)％ 23.4 0.8

粘 土 分( 0.005mm以下)   ％ 29.6 2.1

2mmふるい通過質量百分率    ％ 100.0 100.0

0.425mmふるい通過質量百分率    ％ 77.1 20.4

0.075mmふるい通過質量百分率    ％ 53.0 2.9

最 大 粒 径  mm 2 2

60 ％ 粒 径  Ｄ６０   mm 0.2188 0.8516

50 ％ 粒 径  Ｄ５０   mm 0.0380 0.7210

30 ％ 粒 径  Ｄ３０   mm 0.0053 0.5162

10 ％ 粒 径  Ｄ１０   mm - 0.2914

均  等 係 数  Uc - 2.92     

曲  率 係 数  Uc’ - 1.1

土 粒 子 の 密 度 ρｓ   g/cm3 2.590 2.663

使 用 し た 分 散 材 ヘキサメタりん酸ナトリウム飽和溶液 ヘキサメタりん酸ナトリウム飽和溶液

含  水   比      ％ 275.5 30.6

沈

降

分

析
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第７節 地下水 

１．調査内容 

   (1) 調査項目 

    調査の対象とする項目は、一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基

準に定める省令の地下水等検査項目、ダイオキシン類、塩化物イオン及び電気伝導率とした。 

 

(2) 調査時期 

    調査日は、平成28年２月18日及び３月16日に実施した。 

    なお、平成28年２月18日には、1.4－ジオキサンを除いた全ての項目を調査し、平成28年３月16日に

は1.4-ジオキサンのみを調査した。 

 

 (3) 調査地点 

   地下水の上下流側に設けた観測井戸の２地点とし、図3－7－1に示すとおりとした。 

 

(4) 調査方法 

  各地点において必要量を採水して持ち帰り、分析に供した。 

  分析方法は、表3－7－1に示すとおりである。 
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表３－７－１ 地下水調査項目と分析方法 

 

  

単位 測 定・分 析 方 法 定量下限値

カドミウム mg/ℓ JIS K 0102.55.3    0.0003

全シアン mg/ℓ JIS K 0102.38.1.2及び38.3    0.05

鉛 mg/ℓ JIS K 0102.54.3    0.001

六価クロム mg/ℓ JIS K 0102.65.2.4    0.01

砒素 mg/ℓ JIS K 0102.61.3    0.001

総水銀 mg/ℓ 昭和46年環境庁告示第59号付表1    0.0005

アルキル水銀 mg/ℓ 昭和46年環境庁告示第59号付表2    0.0005

ポリ塩化ビフェニル mg/ℓ 昭和46年環境庁告示第59号付表3    0.0005

トリクロロエチレン mg/ℓ JIS K 0125.5.2    0.001

テトラクロロエチレン mg/ℓ JIS K 0125.5.2    0.001

ジクロロメタン mg/ℓ JIS K 0125.5.2    0.001

四塩化炭素 mg/ℓ JIS K 0125.5.2    0.001

塩化ビニルモノマー mg/ℓ 環水企第04033 1003号付表1    0.0002

1,2-ジクロロエタン mg/ℓ JIS K 0125.5.2    0.001

1,1-ジクロロエチレン mg/ℓ JIS K 0125.5.2    0.001

1,2-ジクロロエチレン mg/ℓ JIS K 0125.5.2    0.002

1,1,1-トリクロロエタン mg/ℓ JIS K 0125.5.2    0.001

1,1,2-トリクロロエタン mg/ℓ JIS K 0125.5.2    0.001

1,3-ジクロロプロペン mg/ℓ JIS K 0125.5.2    0.002

チウラム mg/ℓ 昭和46年環境庁告示第59号付表4    0.0005

シマジン mg/ℓ 昭和46年環境庁告示第59号付表5    0.001

チオベンカルブ mg/ℓ 昭和46年環境庁告示第59号付表5    0.001

ベンゼン mg/ℓ JIS K 0125.5.2    0.001

セレン mg/ℓ JIS K 0102.67.3    0.001

1,4-ジオキサン mg/ℓ 昭和46年環境庁告示第59号付表7    0.05

ダイオキシン類 pg-TEQ／ℓ JIS K 0312 －

塩化物イオン mg/ℓ JIS K 0102.31.1 －

電気伝導率 mS/ｍ JIS K 0102.13 －

項        目

「

一
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廃

棄
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の
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図３－７－１ 地下水調査地点 
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２．調査結果 

地下水の現地調査結果を表3－7－2に示す。 

観測井戸（上流）では、砒素が0.003mg/ℓ、ダイオキシン類が0.10pg-TEQ/ℓ、塩化物イオンが4.8mg/ℓ、

電気伝導率が32.4mS/ｍであった。観測井戸（下流）では、鉛が0.003mg/ℓ、砒素が0.007mg/ℓ、ダイオキ

シン類が0.21pg-TEQ/ℓ、塩化物イオンが2.5mg/ℓ、電気伝導率が35.8mS/ｍであった。 

２地点ともに一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準に定める省令の

地下水等検査項目の基準及びダイオキシン類の環境基準に適合していた。 

 

表３－７－２ 地下水の現地調査結果 

単位 観測井戸(上流) 観測井戸(下流) 基準値

カドミウム mg/ℓ <0.0003 <0.0003    0.01

全シアン mg/ℓ 検出されず 検出されず 検出されないこと

鉛 mg/ℓ <0.001  0.003    0.01

六価クロム mg/ℓ <0.01 <0.01    0.05

砒素 mg/ℓ  0.003  0.007    0.01

総水銀 mg/ℓ <0.0005 <0.0005    0.0005

アルキル水銀 mg/ℓ 検出されず 検出されず 検出されないこと

ポリ塩化ビフェニル mg/ℓ 検出されず 検出されず 検出されないこと

トリクロロエチレン mg/ℓ <0.001 <0.001    0.03

テトラクロロエチレン mg/ℓ <0.001 <0.001    0.01

ジクロロメタン mg/ℓ <0.001 <0.001    0.02

四塩化炭素 mg/ℓ <0.001 <0.001    0.002

塩化ビニルモノマー mg/ℓ <0.0002 <0.0002    0.002

1,2-ジクロロエタン mg/ℓ <0.001 <0.001    0.004

1,1-ジクロロエチレン mg/ℓ <0.001 <0.001    0.1

1,2-ジクロロエチレン mg/ℓ <0.002 <0.002    0.04

1,1,1-トリクロロエタン mg/ℓ <0.001 <0.001    1

1,1,2-トリクロロエタン mg/ℓ <0.001 <0.001    0.006

1,3-ジクロロプロペン mg/ℓ <0.002 <0.002    0.002

チウラム mg/ℓ <0.0005 <0.0005    0.006

シマジン mg/ℓ <0.001 <0.001    0.003

チオベンカルブ mg/ℓ <0.001 <0.001    0.02

ベンゼン mg/ℓ <0.001 <0.001    0.01

セレン mg/ℓ <0.001 <0.001    0.01

1,4-ジオキサン mg/ℓ <0.05 <0.05    0.05

ダイオキシン類 pg-TEQ／ℓ  0.10  0.21    1

塩化物イオン mg/ℓ  4.8  2.5 －

電気伝導率 mS/ｍ 32.4 35.8 －
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第８節 陸生動物 

１．調査内容 

(1) 調査項目 

本年度においては、造成緑地完成後１年目のアオメアブ、ナカムラオニグモ、コガネグモの生息状

況調査を実施した。 

 

(2) 調査時期 

調査期日を表3－8－1に示す。 

 

表３－８－１ 調査項目及び調査期日 

調 査 項 目 調 査 期 日 

アオメアブ、ナカムラオニグモ
コガネグモ 

平成27年８月27日 

 

(3) 調査地点 

調査範囲は造成緑地内とし、調査地点を図3－8－1に示す。 

 

(4) 調査方法 

調査は任意観察法により実施した。目視による確認を基本とし、必要に応じて個体を捕虫網等で捕

獲した。対象種が確認された場合には確認位置や個体数等を記録した。 
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図３－８－１ 造成緑地内の調査地点 
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２．調査結果 

本調査の結果、該当する対象種は確認されなかったが、シオヤアブ及びドヨウオニグモ、ジョロウグ

モ等の生息が確認された。これら肉食性の生物が確認されていることから、造成緑地内では餌となる小

型昆虫等も豊富に生息しているものと考えられる。 
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第９節 陸生植物 

１．調査内容 

1．1 重要な陸生植物（ヒメカンアオイ、シュンラン） 

(1) 調査項目 

重要な陸生植物（ヒメカンアオイ、シュンラン）の生育状況調査 

 

(2) 調査時期 

調査期日を表3－9－1に示す。 

  

表３－９－１ 重要な陸生植物（ヒメカンアオイ、シュンラン）生育状況調査期日 

調 査 項 目 調 査 期 日 

重要な陸生植物 

（ヒメカンアオイ、シュン

ラン）の生育状況 

移植後２年目の活着状況 平成27年７月17日 

  

   (3) 調査地点 

         ヒメカンアオイ及びシュンランの移植地点を図3－9－1に示す。 

 

(4) 調査方法 

平成25年に移植した個体について移植後１年目の活着状況を調査し、記録した。 
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図３－９－１ 重要な陸生植物（ヒメカンアオイ・シュンラン）の移植地点位置図 



 - 53 -

(5) 調査結果 

平成26年度を含めた移植後の生育状況を表3－9－2に示す。 

移植後２年目のヒメカンアオイは、一部消失により、やや減少傾向にあるが、生育状況は、一部

の葉に食害が見られたものの、概ね良好であった。 

移植後１年目のシュンランは、移植時と同数の８個体が確認された。全個体とも生育は良好であ

り、移植場所の環境に変化は見られなかった。 

 

表３－９－２ 移植個体の生育状況 

移植種 
移植 

株数 

活着株数 

生育状況 移植後１年 

(平成26年７月)

移植後２年 

(平成27年７月)

ヒメカンアオイ 90 84 68 

生育状況は、一部の葉

に食害が見られたもの

の、概ね良好であった。 

シュンラン ８ ８ ８ 
全個体とも生育は良好

であった。 

注) 参考のため過年度（平成26年度）実施の結果も記載している。 

 

(6) 考 察 

ヒメカンアオイ及びシュンランの生育状況は概ね良好であった。 

移植先の環境も概ね良好と考えられるが、ネザサ等の他の植物がコナラ林の林床に繁茂している

ことから、移植したシュンランの生育を阻害する可能性もある。よって、年１回程度、定期的に下

草刈り等の維持管理作業を行う計画である。 
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1．2 造成緑地の植生の状況 

(1) 調査項目 

   本年度においては、造成緑地完成後１年目の植生状況調査を実施した。 

 

(2) 調査時期 

造成緑地における植生状況の調査期日を表3－9－3に示す。 

 

表３－９－３ 造成緑地における植生状況調査期日 

調 査 項 目 調 査 期 日 

造成緑地の植生の状況 平成27年8月27日 

 

(3) 調査地点 

       調査範囲は、前述の図3－8－1に示した造成緑地内とした。 

 

(4) 調査方法 

造成緑地において任意観察法により植生の安定化の状況を確認すると共に、植生調査を実施した。

植生調査は造成緑地内の代表的な地点においてコドラートを設定し、ブロン－ブランケの植物社会

学的方法に基づき被度・群度等の記録を行った。なお、コドラートの大きさは各地点１ｍ×１ｍと

した。 

 

  



 - 55 -

(5) 調査結果 

コドラート調査地点の調査結果を表3－9－4、各コドラート調査地点の植生の状況を表3－9－5 

(1),(2)に示す。なお、各コドラート調査地点の植生調査票は資料編に示す。 

造成緑地内は、主にニワホコリ、シバ、シロツメクサ等が優占しており、植被率は 10～100％で

あった。一部で、コケ類の繁茂、湿性植物の生育等がみられた。生育種は、大部分がヨモギやオオ

イヌタデ、シバ等であったが、シロツメクサ等の外来種が優占している場所もみられた。 

 

表３－９－４ コドラート調査地点の調査結果 

① ② ③ ④ ⑤

ニワホコリ ○ ○ ○

シバ ○ ○ ○ ○

メヒシバ ○ ○ ○

オオイヌタデ ○ ○

シロツメクサ ○ ○

ウラジロチチコグサ ○

オオアレチノギク ○

アメリカタカサブロウ ○

セイタカアワダチソウ ○

マコモ ○

ヒメムカシヨモギ ○ ○ ○

イネ科の一種 ○ ○

エゾノギシギシ ○

コセンダングサ ○

ヨモギ ○ ○

オオクサキビ ○

アキノエノコログサ ○

種 名
コドラート調査地点
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表３－９－５（1） 各コドラートにおける植生の状況 

コドラート 
調査地点 

植生状況 

 
① 
 
草丈 
0.1～0.4m 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ニワホコリが優占し、シバやメヒシバ等が生育して
いた。 

 
② 
 
草丈 
0.2～0.4m 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ニワホコリが優占し、オオイヌタデやシバ等が生育
していた。 

 
③ 
 
草丈 
0.2～0.5m 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 シロツメクサが優占し、ニワホコリやメヒシバ、ウ
ラジロチチコグサ等が生育していた。 
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表３－９－５（2） 各コドラートにおける植生の状況 

コドラート 
調査地点 

植生状況 

 
④ 
 
草丈 
0.1～0.3m 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 シバが優占し、エゾノギシギシやヒメムカシヨモギ、
ヨモギ等が生育していた。 

 
⑤ 
 
草丈 
0.2～0.7m 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 シバが優占し、オオクサキビやアキノエノコログサ、
ヨモギ等が生育していた。 
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資 料 編 
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資料表1（1） 植生調査票 

 調 査 年 月 日 2015月8月27日

No ① 調査地 三重 県 伊賀 市 面積

造成緑地

Ⅰ 高木層 ～

Ⅱ 亜高木層 ～

Ⅲ 低木層 ～

Ⅳ 草本層 0.1 ～ 0.4 100 ニワホコリ

～

階層 被度・ 階層 被度・ 階層 被度・

 群度  群度  群度

Ⅳ 4・4 ニワホコリ

1・1 シバ

＋ メヒシバ

1m×1m

群落名

階層構造 高さ（ｍ） 植被率（％） 優  占  種

種  名 種  名 種  名
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資料表1（2） 植生調査票 

 調 査 年 月 日 2015月8月27日

No ② 調査地 三重 県 伊賀 市 面積

造成緑地

Ⅰ 高木層 ～

Ⅱ 亜高木層 ～

Ⅲ 低木層 ～

Ⅳ 草本層 0.2 ～ 0.4 60 ニワホコリ

～

階層 被度・ 階層 被度・ 階層 被度・

 群度  群度  群度

Ⅳ 3・3 ニワホコリ

1・2 オオイヌタデ

＋ シバ

1m×1m

群落名

階層構造 高さ（ｍ） 植被率（％） 優  占  種

種  名 種  名 種  名
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資料表1（3） 植生調査票 

 調 査 年 月 日 2015月8月27日

No ③ 調査地 三重 県 伊賀 市 面積

造成緑地

Ⅰ 高木層 ～

Ⅱ 亜高木層 ～

Ⅲ 低木層 ～

Ⅳ 草本層 0.2 ～ 0.5 70 シロツメクサ

～

階層 被度・ 階層 被度・ 階層 被度・

 群度  群度  群度

Ⅳ 3・2 シロツメクサ

1・1 ニワホコリ

＋ ウラジロチチコグサ

＋ メヒシバ

＋ オオアレチノギク

＋ アメリカタカサブロウ

＋ セイタカアワダチソウ

＋ マコモ

＋ ヒメムカシヨモギ

1m×1m

群落名

階層構造 高さ（ｍ） 植被率（％） 優  占  種

種  名 種  名 種  名
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資料表1（4） 植生調査票 

 調 査 年 月 日 2015月8月27日

No ④ 調査地 三重 県 伊賀 市 面積

造成緑地

Ⅰ 高木層 ～

Ⅱ 亜高木層 ～

Ⅲ 低木層 ～

Ⅳ 草本層 0.1 ～ 0.3 80 シバ

～

階層 被度・ 階層 被度・ 階層 被度・

 群度  群度  群度

Ⅳ 3・3 シバ

1・1 イネ科

＋ エゾノギシギシ

＋ コセンダングサ

＋ ヒメムカシヨモギ

＋ ヨモギ

1m×1m

群落名

階層構造 高さ（ｍ） 植被率（％） 優  占  種

種  名 種  名 種  名
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資料表1（5） 植生調査票 

 調 査 年 月 日 2015月8月27日

No ⑤ 調査地 三重 県 伊賀 市 面積

造成緑地

Ⅰ 高木層 ～

Ⅱ 亜高木層 ～

Ⅲ 低木層 ～

Ⅳ1 草本層 0.5 ～ 0.7 10 オオクサキビ

Ⅳ2 0.2 ～ 0.5 90 シバ

階層 被度・ 階層 被度・ 階層 被度・

 群度  群度  群度

Ⅳ1 2・3 オオクサキビ Ⅳ2 3・2 シバ

＋ ヨモギ

＋ オオイヌタデ

＋ ヒメムカシヨモギ

＋ アキノエノコログサ

＋ メヒシバ

＋ シロツメクサ

＋ イネ科

1m×1m

群落名

階層構造 高さ（ｍ） 植被率（％） 優  占  種

種  名 種  名 種  名

 



 

 

 

 

 

 

 

 

写  真  集 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 - 写1 -

 

 

 

 

 

 

 

【環境の自然的構成要素の良好な状態の

保持に係る環境要素】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 - 写2 -

№１ 

騒音・振動 

 

 

測定時の状況 

Ｎ－１ 

 

 

 

撮影年月日 

平成28年２月４日 

№２ 

騒音・振動 

 

 

測定時の状況 

Ｎ－２ 

 

 

 

撮影年月日 

平成28年２月４日 

 

№３ 

騒音・振動 

 

 

測定時の状況 

Ｎ－３ 

 

 

 

撮影年月日 

平成28年２月４日 



 

 - 写3 -

№４ 

低周波音 

 

 

測定時の状況 

Ｌ－１ 

 

 

 

撮影年月日 

平成28年２月４日 

№５ 

低周波音 

 

 

測定時の状況 

Ｌ－２ 

 

 

 

撮影年月日 

平成28年２月４日 

 

№６ 

低周波音 

 

 

測定時の状況 

Ｌ－３ 

 

 

 

撮影年月日 

平成28年２月４日 



 

 - 写4 -

№７ 

悪臭 

 

 

測定時の状況 

Ｏ－１ 

事業実施区域境界 

（風上） 

 

撮影年月日 

平成28年１月25日 

№８ 

悪臭 

 

 

測定時の状況 

Ｏ－２ 

事業実施区域境界 

（風下） 

 

撮影年月日 

平成28年１月25日 

№９ 

悪臭 

 

 

測定時の状況 

Ｏ－３ 

周辺住居地域 

 

 

撮影年月日 

平成28年１月25日 



 

 - 写5 -

№10 

悪臭 

 

 

測定時の状況 

Ｏ－４ 

周辺住居地域 

 

 

撮影年月日 

平成28年１月25日 

№11 

水質 

 

 

測定時の状況 

北山川 

 

 

 

撮影年月日 

平成27年10月21日 

№12 

水質 

 

 

測定時の状況 

予野川 

 

 

 

撮影年月日 

平成27年10月21日 



 

 - 写6 -

 

 

 

 

 

 

 

 

【生物の多様性の確保及び自然環境の 

体系的保全に係る環境要素】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 - 写7 -

№１ 

重要な陸生植物 

（ヒメカンアオイ） 

 

 

周辺の状況 

移植後：２年目 

 

 

撮影年月日 

平成27年７月17日 

 

№２ 

重要な陸生植物 

（シュンラン） 

 

 

移植個体の状況 

移植後：２年目 

 

 

撮影年月日 

平成27年７月17日 

№３ 

陸生動物 

（アオメアブ、ナカムラ 

オニグモ、コガネグモ） 

 

調査時の状況 

造成緑地完成後：１年目

 

 

撮影年月日 

平成27年８月27日 



 

 - 写8 -

№４ 

造成緑地 

 

 

 

植生の状況 

造成緑地完成後：１年目

 

 

撮影年月日 

平成27年８月27日 

 


